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１．事業概要

事業目的 計画概要

• 離島ターミナルを再開発することで、
車両・旅客・貨物の機能を分離し、旅
客の利便性や利用環境の改善を図る

事業目的 計画概要

事業名 石垣港 本港地区

離島ターミナル整備事業
客の利便性や利用環境の改善を図る。

• 地元住民や観光客へのウォーターフロ
ント機能を確保することで、交流機会
の増加を図ると共に、地域経済の活性
を 指す

事業期間 平成15年度から平成29年度

施設内容 離島ターミナル、浮桟橋、緑地 等

化を目指す。
• 危険物取扱施設を新港地区へ移転整備
することで、市街地への安全性確保・
不安感解消を図る。

総事業費 １２４億円 （残事業費５８億円）※

※浮桟橋のプロジェクト期間中の再投資費を含む

位置図

物揚場（ 3 0 4 0 ）

橋梁（改良）離島ターミナルビル、
道路、緑地、浮桟橋

物揚場（-3.0m～-4.0m）
港湾施設用地
道路、上屋（離島ﾌｪﾘｰ）

波除堤（北）

物揚場（-3.0m）

波除堤（北）

1

岸壁（-7.5m）
泊地（-7.5m）

石垣港

道路
防波堤（沖南）



１．事業概要

離島タ ミナルの再編状況（その１）離島ターミナルの再編状況（その１）

整備前 整備後（将来）

（問題点）

船便待ち等で休憩する施設やトイレ等が不足しており
（改善点）

・離島タ ミナルビルが整備され 発券所 待合所 トイレ・船便待ち等で休憩する施設やトイレ等が不足しており、
不便となっていました。

・人と車と貨物が混在しており、危険な状況となっていました。
・憩える空間が不足しており、来訪者が少なくなっています。
・危険物取扱施設が市街地に近接しており、危険な状況と
なっています。

・離島ターミナルビルが整備され、発券所、待合所、トイレ、
観光案内が充実されます。

・人と車と貨物の混在が解消され、安全性・景観が向上します。
・緑地等の整備で休憩・散策できる空間が確保されます。

・危険物取扱施設が新港地区へ移転することにより、不安感
が解消されます。なっています。 が解消されます。

危険物取扱施設
緑地整備箇所

離島ターミナル

離島ターミナル

橋梁（改良）

岸壁（-7.5m） 移転

平成１３年３月撮影
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危険物取扱施設（貯蔵施設）

平成１３年３月撮影



２．事業の必要性

離島タ ミナルの再編状況（その２）

• 離島ターミナルビル、浮桟橋等はH21年に供用されており、引き続き岸壁（-7.5m）、物揚場（-3.0
～-4.0m）、緑地等の整備が求められる。
現在 離島タ ナ からは 周辺各離島 定期旅客船が約 便 運航し る

離島ターミナルの再編状況（その２）

• 現在、離島ターミナルからは、周辺各離島に定期旅客船が約１００便／日運航している。
• 旅客の利便性向上や魅力ある観光拠点の形成を目的とした再開発を目指している。

●離島ターミナルの現在の整備状況 ●離島ターミナルビルの利用状況

離島ターミナルビル

浮桟橋

3平成２２年３月撮影 平成２２年９月撮影 平成２２年９月撮影



２．事業の必要性
（１）事業を取り巻く状況（１）事業を取り巻く状況

• 石垣港は、古くから沖縄本島、日本本土及び台湾等諸外国と八重山群島との物・人の交流拠点
として必要不可欠な役割を果たしている。特に八重山群島の人流の拠点として、離島旅客船が
発着する離島タ ミナルについては 背後地が狭隘で車両や貨客が混在しており 非常に危険

●離島タ ミナル整備前状況（貨客 車両混在状況）

発着する離島ターミナルについては、背後地が狭隘で車両や貨客が混在しており、非常に危険
で利便性が悪い状況となっていた。

●離島ターミナル整備前状況（貨客、車両混在状況）

平成１８年５月撮影 平成１８年５月撮影
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ターミナルビルやトイレなど待合施設が無いため、乗客
者が船便の出発を野外で待つ状況となっていた

離島旅客船の発着所への乗り降りのため、渋滞が発生
し、車と乗客が輻輳しており、危険な状況となっていた

平成 年 月撮影 平成１８年５月撮影



２．事業の必要性
（１）事業を取り巻く状況（１）事業を取り巻く状況

• 石垣港には、現在、中心市街地に近接して危険物取扱施設が存在しているが、地域住民の生活
環境に不安が生じており、市街地の安全性確保が必要となっている。
また 係留施設が現在不足していることにより多そう係留が発生している• また、係留施設が現在不足していることにより多そう係留が発生している。

●危険物取扱施設の現在位置 ●多そう係留状況（通常時）

平成１８年１０月撮影

現在の危険物取扱施設位置

●多そう係留状況（荒天時）

平成 ３年 月撮影
平成１８年１０月撮影

現在の危険物取扱施設位置は、離島ターミナルに
隣接しており、地区周辺には役所やホテルなどの
宿泊施設・マンションなどが立地している。

平成２３年５月撮影
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宿泊施設 マンションなどが立地している。



２．事業の必要性

（２）事業の投資効果（２）事業の投資効果
本事業の実施により、主に以下の８つの効果が発現する。

利用環境の改善 輸送コストの削減 移動コストの削減係留 ストの削減利用環境の改善

離島ターミナルビル、道路、
浮桟橋等を一体的に整備す

輸送コストの削減

離島フェリーバースが本島航
路貨物船バースに近接して配

移動コストの削減

離島旅客船等の給油バース
が船だまりに配置されるため、

係留コストの削減

船だまり拡張に伴い現在不足
している離島旅客船等の係留

ることにより、港湾来訪者の
利用環境が改善される。

置されるため、横持ち貨物の
移動距離が短縮され、輸送コ
ストが削減される。

移動距離が短縮する分のコス
トが削減される。

施設が増設されるため、常時、
荒天時ともに発生していた多
そう係留が改善され、係留コ
ストが削減される。

離島ターミナルビル、道路、浮
桟橋等が未整備のため、港
湾施設の快適な利用が十分
に図られない

離島フェリーバースと本島航
路貨物船バースが離れてい
るため、横持ち貨物の輸送コ
ストが発生している

給油バースが船だまり内に未
整備のため、給油バースまで
の距離に伴う移動コストが発
生している

係留施設の不足のため、常
時、荒天時ともに多そう係留
が発生している。

に図られない。

離島旅客ターミナルビル 道

ストが発生している。

離島フェリーバースを本島航

生している。

給油バースを船だまり内に整船だまり拡張に伴い 多そう離島旅客ターミナルビル、道
路、浮桟橋等の整備により、
港湾来訪者の利用環境の改
善が図れる。

離島フェリーバースを本島航
路貨物船バースに近接して配
置することで、横持ち距離が
短縮され、離島フェリー貨物
の横持ちによる輸送コストの
削減が可能となる

給油バースを船だまり内に整
備することで、移動距離が短
縮され、給油バース利用に伴
う移動コストの削減が可能と
なる。

船だまり拡張に伴い、多そう
係留が改善され、係留コスト
の削減が可能となる。
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削減が可能となる。



２．事業の必要性

（２）事業の投資効果（２）事業の投資効果
本事業の実施により、主に以下の８つの効果が発現する。

陸上輸送コストの削減不安感の解消海上輸送コストの削減交流機会の増加 陸上輸送コストの削減

内陸にある危険物取扱施設
（貯蔵場所）を含め、新港地区

不安感の解消

危険物取扱施設を新港地区
に移転することにより、精神

海上輸送コストの削減

危険物取扱施設の移転に伴
い、水深の深い岸壁を整備す

交流機会の増加

緑地、親水プロムナード等を
一体的に整備することにより、

に移設することにより、危険
物貨物の陸上輸送が不要と
なり、陸上輸送コストが削減さ
れる。

的な不安感が改善される。ることで、船舶大型化が可能
となるため、海上輸送コストが
削減される。

港湾来訪者の交流機会の増
加が図られる。

岸壁から内陸の危険物取扱
施設へ危険物貨物を陸上輸
送しているため、住民に危険
が生じている

危険物取扱施設が市街地に
隣接しているため、生活環境
に不安が発生している。

水深の浅い岸壁で危険物貨
物が取り扱われているため、
輸送回数が多くなり、海上輸
送コストがかかっている

ウォーターフロント機能が未
整備のため、港湾来訪者の
交流の場が不足している。

内陸にある危険物取扱施設

が生じている。

新港地区先端に移転すること

送コストがかかっている。

水深の深い岸壁を整備するこウォーターフロント機能の整 内陸にある危険物取扱施設
を新港地区の岸壁の背後に
移設することにより、内陸まで
の陸上輸送が不要となり、陸
上輸送コストの削減が可能と
なり 住民 危険が回避され

新港地区先端に移転すること
により、安全で安心な生活を
営めるようになり、不安感が
解消される。

水深の深い岸壁を整備するこ
とにより、船舶大型化が可能
となり、積載貨物量が増加す
るとともに、輸送回数が削減
され、その結果、海上輸送コ
ト 削減される

ウォーターフロント機能の整
備により、港湾来訪者の憩い
の場、休息の場が形成され、
交流機会の増加が可能となる。
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なり、住民の危険が回避され
る。

ストの削減される。



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その１）（２）事業の投資効果（その１）
●利用環境の改善効果〔離島ターミナル整備〕

効果のシナリオ

離島ターミナルビル、道路、浮桟橋等を一体的に整備することにより、港湾来訪者の利用環境が改善さ
れる。

期待される効果

利用環境の改善

野外での待合状況
（離島ﾀ ﾐﾅﾙ未整備）利用環境の改善

離島旅客船が発着する離島ターミナルの整備により、
背後地が狭隘で車両や貨客の混在状況が解消され、
利便性が良くなり、環境が改善される。

（離島ﾀｰﾐﾅﾙ未整備）

離島ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙの利用状況

効果計測の流れ

（Without時） 未整備の為 利用環境の便益 ： 0 億円／年

離島ﾀｰﾐﾅﾙﾋ ﾙの利用状況

（Without時） 未整備の為、利用環境の便益 ： 0 億円／年

（With時）

利用環境の改善

1.01億円／年

年間地元利用者数

17,805人

＜地元住民＞

※H23アンケ ト結果調査結

離島ﾀｰﾐﾅﾙ整備状況

利用環境の改善年間観光客利用者数

＜観光客＞

※アンケート結果、CVM（仮想的市場評価法）

年間当たりの支払い意志額

5,654円／人

※H23アンケート結果調査結
果に 基づき算出

※ 割引後累計額は 社会的割引

利用環境の改善便益

2.0億円/年
（割引後累計額51.3億円）
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利用環境の改善

1.02億円／年

年間観光客利用者数

378,020人
1回当たりの支払い意志額

269円／人

※アンケート結果、 CVM（仮想的市場評価法）

※ 割引後累計額は、、社会的割引
率（4%）により平成23年度の価値

に換算された、事業開始から供用
後50年目までの総額

※H23アンケート結果調査結
果に 基づき算出



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その２）（２）事業の投資効果（その２）
●係留コストの削減効果〔離島ターミナル整備〕

効果のシナリオ

期待される効果

船だまり拡張に伴い現在不足している離島旅客船等の係留施設が増設されるため、常時、荒天時ともに
発生していた多そう係留が改善され、係留コストが削減される。

＜通常時＞ with
多そう係留0隻

without
多そう係留4隻

多そう係留隻数（隻）

without: 11

多そう係留 隻

＜多そう係留状況＞

without: 4

with: 0with: 0

常時 荒天時

＜荒天時＞ with
多そう係留0隻

＜通常の係留状況＞

効果計測の流れ

（With時） 多そう係留隻数 0 隻の為、係留コスト ： 0 億円／年
without

多そう係留11隻

係留年間回数（回／年・隻）
多そう係留作業

時間（hr／隻）

多そう係留隻数（常時）

4隻
係留コスト（通常時）

0.19億円／年

（Without時）

運航費用
解説書（2011）

※ヒアリング

常時 荒天時
※ヒアリング及び 係留コストの削減便益

9

時間（hr／隻）

0.83（50分）

多そう係留隻数（荒天時）

11隻
係留コスト（荒天時）

0.02億円／年

16,000円／隻・時
解説書（2011）
P2-14-45 ※解説書（2011）P2-16-19

※ヒアリング

※ヒアリング及び

352 13

解説書（2011）P2-15-17

0.2億円/年
（割引後累計額3.5億円）



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その３）（２）事業の投資効果（その３）
●輸送コストの削減効果〔離島ターミナル整備〕

効果のシナリオ

離島フェリーバースが本島航路貨物船バースに近接して配置されるため、 横持ち貨物の移動距離が短縮する
分の輸送費用が削減される。

期待される効果

陸上輸送距離（km）

3 本島航路貨物船
荷揚げ荷降ろし場

×

0

without with

効果計測の流れ
フェリーふ頭（with）

輸送距離0km フェリーふ頭（without）
輸送距離1.5km

陸上輸送コスト

0.06億円／年

（With時） 輸送距離 0 kmの為、輸送コスト ： 0 億円／年

（Without時）

※解説書（2011）
P2-3-28

20トントラック
横持ち貨物量

5,447ｆｔ

＜輸送費用＞
※H22離島フェリー（波照間及び与那国航路）
取扱貨物実績（軽工業品＋雑工業品）

輸送費用原単位

22,010円／台

時間費用原単位 ※解説書（2011）
P2 2 34 輸送 トの削減便益

陸上輸送コスト

0.0001億円／年
※解説書（2011） P2-2-28雑工業品横持ち貨物量

＜時間費用＞
軽工業品横持ち貨物量

3,631ｆｔ
※H22離島フェリー（波照間及び与那国航路）
取扱貨物実績（軽工業品、雑工業品）

陸送距離

1.5ｋｍ
※図上計測（片道）

走行速度

34.5km／h

＜軽工業品＞

＜雑工業品＞

時間費用原単位

24円／ｆｔ・h
P2-2-34
「軽工業品」

輸送コストの削減便益

0.1億円/年
（割引後累計額1.0億円）
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※解説書（ ）雑工業品横持ち貨物量

1,816ｆｔ 時間費用原単位

78円／ｆｔ・h 
※解説書（2011） P2-2-34 「雑工業品」

※図 計測（片道）＜雑工業品＞



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その４）（２）事業の投資効果（その４）
●移動コストの削減効果〔離島ターミナル整備〕

効果のシナリオ

期待される効果

離島旅客船の給油バースが船だまりに配置されるため、移動距離が短縮する分のコストが削減される。

移動距離（km）

1.12
with

移動距離0.51km

0.51

without with

without
移動距離1.12km

整備前給油バース
整備後給油バース

効果計測の流れ 移動距離

1.12km

整備前給油バース

計

航行速度

7.4km／hr
（Without時）

グ

対象船舶

39隻

移動コスト

0.33億円／年

年間回数 運航費
移動コスト

0 15億円／年

※離島旅客船及び観光船（ヒアリング）

※図上計測

（With時）

（Without時）
※ヒアリング

移動コストの削減便益

0.2億円/年
（割引後累計額3.1億円）
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年間回数

352回／年・隻

運航費

16,000円／hr・隻
0.15億円／年

移動距離

0.51km
航行速度

7.4km／hr
※解説書（2011） P2-16-19※ヒアリング

※図上計測 ※ヒアリング



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その５）（２）事業の投資効果（その５）
●交流機会の増加効果〔緑地整備〕

効果のシナリオ

緑地、親水プロムナード等を一体的に整備することにより、港湾来訪者の海とのふれあいや交流機会の
増加といった交流の効用が増加する。

期待される効果
・with時の訪問頻度関数と消費者余剰

50005,000円 50005,000円
旅

【地元利用者】 【観光客】

交流機会の増加

TCM（Travel cost method：旅行
費用法）で計測
アンケートによる整備前、整備後の
結果から 訪問頻度回数を推計

2000

3000

4000 消費者余剰 1,286円/人・回

2,000円

3,000円

4,000円
旅
行
費
用
（円
／
人
・
回

訪問頻度関数
2000

3000

4000

消費者余剰 1,634円/人・回

2,000円

3,000円

4,000円
旅
行
費
用
（円
／
人
・
回

訪問頻度関数

結果から、訪問頻度回数を推計。

0

1000

0 1 2 3 4 5 6 7 8

訪問回数（回／年）

1,000円

0円

回
）

0

1000

0 1 2 3 4 5 6 7 8

訪問回数（回／年）

1,000円

0円

回
）

※消費者余剰とは、｛(利用者の満足度に相当するコスト)－(利用にかかるコスト)｝で表される。
施設の利用者は それぞれ 施設の利用による満足度を有しており その満足度に相当するコストは支払ってもよいと考えている (支払い意志額)

（Without時） 未整備の為、交流機会の価値 ： 0 億円／年

（With時） ＜地元住民＞

効果計測の流れ

施設の利用者は、それぞれ、施設の利用による満足度を有しており、その満足度に相当するコストは支払ってもよいと考えている。(支払い意志額)
施設の利用に際し、利用者はこの支払い意志額と、実際に支払うコストの差だけ得することとなる。これを消費者余剰という。

※港湾投資の評価に関する解説書2011 P1-3-35 「消費者余剰」の抜粋一部修正

交流機会 価値額観光客利用者数

交流機会の価値額

2.47億円／年

年間地元利用者数

192,000人
交流機会の消費者余剰額

1,286円／回・人
＜観光客＞

※アンケート結果、TCM（旅行費用法）

交流機会の価値額
2.8億円×48％

緑地整備分担率:１期48%、2期52％

凡例
緑地整備1期
緑地整備2期
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交流機会の消費者余剰額

1,634円／回・人

交流機会の価値額

0.38億円／年

観光客利用者数

23,000人

※アンケート結果、TCM（旅行費用法）

交流機会の増加便益

1.4億円/年
（割引後累計額23.2億円）



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その６）（２）事業の投資効果（その６）
●海上輸送コストの削減効果〔危険物取扱施設移転〕

効果のシナリオ

危険物取扱施設の移転に伴い、水深が深い岸壁を整備することにより、船舶の大型化が可能となり、危
険物貨物において海上輸送コストを削減できる。

期待される効果 輸送費用

水深の深い岸壁を整備することで、船舶大型化が
可能となるため、貨物量トン当たりの輸送費用が
安くなり、輸送コストが削減される。

輸送費用

628円/トン

1,882円/トン

効果計測の流れ

without with

海上輸送費用

0.79億円／年

1寄港当たりの取扱貨物量

対象取扱貨物量

126,000トン／年

海上輸送費用原単位

（With時） 5,000DWT級による海上輸送

年間入港隻数

32隻/年
※ヒアリングによるH22取扱実績 輸送日数 海上輸送コストの

4,000ﾄﾝ/隻
海 輸送費用原単位

1,236千円/日・隻※ヒアリング

※解説書（2011） P2-3-34

海上輸送費用

2 37億円／年

（Without時） 1,000DWT級による海上輸送

年間入港隻数

185隻/年

輸送日数

2日/往復
※ヒアリング

対象取扱貨物量

126,000トン／年

削減便益

1.6億円/年
（割引後累計額30.2億円）
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2.37億円／年
海上輸送費用原単位

641千円/日・隻
※解説書（2011） P2-3-34

185隻/年
1寄港当たりの取扱貨物量

680ﾄﾝ/隻
※ヒアリングによるH22実績

※ヒアリングによるH22取扱実績 輸送日数

2日/往復
※ヒアリング

126,000トン／年



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その７）（２）事業の投資効果（その７）
●不安感の解消効果〔危険物取扱施設移転〕

効果のシナリオ

危険物取扱施設が市街地に近接しているため、新港地区に移転することにより、地域住民の不安感が解消さ
れる。

期待される効果
市街地に隣接する危険物取扱施設状況

without
移転前危険物取扱施設が市街地

から移転することにより、
安全で安心な生活を営め

with
移転後

るようになる。

効果計測の流れ

不安感解消価値額

（Without時） 未整備の為、不安感解消価値額 ： 0 億円／年

（With時）

不安対象人数石垣市人口 不安感の解消便益
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1.88億円／年

価値有率

61.8％
支払い意志額

7,632円／人・年

24,672人

※アンケート結果 ※アンケート結果、CVM（仮想的市場評価法）

39,923人
※H22国勢調査（沖縄県）、

H23住民基本台帳より
15歳以上の人口を算出

不安感の解消便益

1.9億円/年
（割引後累計額36.0億円）



２．事業の必要性
（２）事業の投資効果（その８）（２）事業の投資効果（その８）
●陸上輸送コストの削減効果〔危険物取扱施設移転〕

効果のシナリオ

現在、一部の危険物取扱施設（貯蔵場所）は内陸に位置しているが、その施設も含め新港地区に集約し、住民
の危険を回避する。

期待される効果

陸上輸送距離（k ）

貯蔵場所（with）
陸上輸送距離0km

貯蔵場所（without）
陸上輸送距離3km

片道 3km

内陸部のタンク設置状況

陸上輸送距離（km）

3

効果計測の流れ

陸上輸送距離0km
0

without with

石油類取扱量

9,360kl／年

陸上輸送コスト

0.17億円／年

（With時） 輸送距離 0 kmの為、陸上輸送コスト ： 0 億円／年

（Without時）
台数

780台／年

※ヒアリングよりH22実績 ＜輸送費用＞

陸上輸送コストの
運搬量

12.0kl／回

※解説書（2011） P2-3-28
20トントラック

輸送費用原単位

22,010円／台
※ヒアリングよりH22実績

化学工業品陸上輸送貨物量

8,673ｆｔ
＜化学工業品＞ 陸上輸送コスト

0.003億円／年

＜時間費用＞

陸上輸送コストの
削減便益

0.2億円/年
（割引後累計額3.3億円）
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※H22実績（企業ヒアリング）
をＦＴ換算 陸送距離

3.0km
走行速度

34.5km／h
時間費用原単位

459円／ｆｔ・h
※解説書（2011） P2-2-34
「軽工業品」

※解説書（2011）
P2-2-28

※ヒアリング
（片道）



２．事業の必要性

●費用便益比●費用便益比 事業全体 残事業

費用 事業費 112.7億円 32.1億円

（C） 維持管理費 0.6億円 0.6億円

合計 113.3億円 32.7億円

便益 利用環境の改善便益 51.3億円 0.0億円

（B） 係留コストの削減便益 3.5億円 3.5億円

輸送 ストの削減便益 1 0億円 1 0億円輸送コストの削減便益 1.0億円 1.0億円

移動コストの削減便益 3.1億円 3.1億円

交流機会の増加便益 23.2億円 23.2億円

海上輸送コストの削減便益 30 2億円 30 2億円海上輸送コストの削減便益 30.2億円 30.2億円

不安感の解消便益 36.0億円 36.0億円

陸上輸送コストの削減便益 3.3億円 3.3億円

合計 151 5億円 100 3億円合計 151.5億円 100.3億円

費用便益比
（B/C）

基本ケース 1.3 3.1

需要（-10%～+10%） 1.2～1.5 2.8～3.4

建設費（-10%～+10%） 1.4～1.3 3.4～2.8

• 適用マニュアル：「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」（H23.6、国土交通省港湾局）
• 基準年：平成23年度

完了年 平成29年度

算出条件

建設費（ ）

建設期間（-10%～+10%） 1.4～1.3 3.1～3.0

• 完了年：平成29年度
• 検討年数：主要施設完了後50年
※ 費用及び便益の金額は、社会的割引率（4%）により平成22年度の価値に換算された、事業開始から供用後50年目までの総額
※ 費用及び便益の合計は表示桁数の関係で一致していない
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２．事業の必要性

定量的な効 把握※定量的な効果の把握
【排出ガスの減少】

• 離島フェリー貨物横持ち距離の短縮により、排出ガスが減少する。離島 リ 貨物横持ち距離 短縮 より、排出 減少する。
• 危険物貨物海上輸送回数の削減により、排出ガスが減少する。

• 及び石油類貨物陸上輸送の削減により、排出ガスが減少する。
ただし、排出ガスの削減効果は、排出削減の価値の計測が困難であるた
め、便益を計測せず、排出ガスの減少量を定量的に把握した。

期待される効果

本島航路貨物船
荷揚げ荷降ろし場 ×

便 益 CO2排出量 NOx排出量

参 考

フェリーふ頭（with）
輸送距離0km フェリーふ頭（without）

輸送距離1.5km

輸送コスト削減効果

③離島フェリー貨物横持ち距離の短縮

560.903
トン-c/年

26.864
トン/年

海上輸送コスト削減効果

⑥危険物貨物海上輸送回数の削減

陸上輸送コスト削減効果

17
• 排出ガス量は、CO2で560.9（ﾄﾝ-c/年）、NOxで26.9（ﾄﾝ/年）減少する。

陸上輸送コスト削減効果

⑧石油類貨物陸上輸送の削減



２．事業の必要性
※定性的な効果の把握※定性的な効果の把握

本事業の実施による効果のうち、貨幣換算し便益を評価する効果以外に地域社会に
対する効果として以下が挙げられる。

【 ネ ギ 安定供給 よる地域住民 安心 安全な生活 維持】【エネルギーの安定供給による地域住民の安心・安全な生活の維持】

・ 危険物施設の新港地区移転集約に伴い、石油等貯蔵施設の増加が可能となり、

荒天時に船舶の欠航が発生した場合においても、需要に応じた施設整備がなされ

【係留の安全性の向上】

場
れば、石油等エネルギーの安定した供給が可能となり、離島生活に安心・安全な
生活の確保が可能となる。

【係留の安全性の向上】

・ 防波堤の整備に伴う係留施設前面の静穏性の向上、港内における海難の減少、
係留の安全性の向上としての効果がある。

【国土の維持・保全】

・ ターミナルの整備に伴う利便性の向上、
人口流出抑制における地域社会の安人口流出抑制における地域社会の安
定化としての効果がある。

【温暖化の軽減】
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・ 緑地の整備に伴う温暖化の軽減として
の効果がある。



３．事業の進捗状況
（１）事業の進捗状況（１）事業の進捗状況

• 総事業費87億円のうち、平成22年度末時点において既投資額は、
約66億円であり、進捗率76％である。

• 今後は 物揚場（-3 0～-4 0m）等の進捗を図る今後は、物揚場（ 3.0 4.0m）等の進捗を図る。

• 昭和５４年度：港湾計画に位置付け（平成１４年１１月改訂）
• 平成１５年度：事業着手
• 平成２９年度：事業完了予定

平成23年度整備内容 ： 岸壁（-7.5m）裏埋工、上部工、物揚場ブロック製作等の施工

（２）施工状況

＜①岸壁（-7.5ｍ）上部工施工状況＞ ＜②岸壁（-7.5m裏込石投入状況＞

①

②
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平成23年8月撮影
平成22年8月撮影

②



４．対応方針（原案）

事 性等 視１）事業の必要性等に関する視点

石垣港における既存施設の利用上の問題を改善し、また市街地の安全性の確保
の観点から 本港地区離島タ ミナル 浮桟橋等の整備が必要である

２）事業の進捗の見込みの視点

の観点から、本港地区離島ターミナル、浮桟橋等の整備が必要である。
事業全体の費用対効果は1.3、残事業の費用対効果は3.1である。

２）事業の進捗の見込みの視点

平成22年度末時点における当該プロジェクトの進捗率は76%であり、引き続き
事業の進捗を図り、平成29年度に事業を完了する予定である。事業の進捗を図り、平成29年度に事業を完了する予定である。

３）コスト縮減や代替案等の可能性の視点

現時点において代替案等の可能性はないものの スト縮減については現時点において代替案等の可能性はないものの、コスト縮減については、
「既存ストックの有効活用」、「その他新技術の活用」を図り、今後の事業
実施に際して適切に対応していきたい。

４）対応方針（原案）

以上のことから 石垣港本港地区離島ターミナル整備事業については継続する以上のことから、石垣港本港地区離島ターミナル整備事業については継続する。
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